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１．概要

 本資料は、再処理施設の技術基準に関する規則「第 28 条 換気設備」に

関して、基本設計方針に記載する事項、添付書類に記載すべき事項、補

足説明すべき事項について整理した結果を示すものである。

 整理にあたっては、「共通０６：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付

書類（計算書、説明書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通０７：

添付書類等を踏まえた補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて実施し

た。

２．本資料の構成

 「共通０６：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明

書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通０７：添付書類等を踏まえ

た補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて本資料において整理結果を

別紙として示し、別紙を以下の通り構成する。

 別紙１：基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較

事業変更許可 本文、添付書類の記載をもとに設定した基本設計

方針と発電炉の基本設計方針を比較し、記載程度の適正化等を図

る。

 別紙２：基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の

展開

基本設計方針の項目ごとに要求種別、対象設備、添付書類等への

展開事項の分類、第 1 回申請の対象、第２回以降の申請書ごとの

対象設備を展開する。

 別紙３：基本設計方針の添付書類への展開

基本設計方針の項目に対して、展開事項の分類をもとに、添付書

類単位で記載すべき事項を展開する。

※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の

変更がないため、対象外とする。

 別紙４：添付書類の発電炉との比較

添付書類の記載内容に対して項目単位でその記載程度を発電炉

と比較し、記載すべき事項の抜けや論点として扱うべき差がない

かを確認する。なお、規則の名称、添付書類の名称など差がある

ことが明らかな項目は比較対象としない（概要などは比較対象

外）。

※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の

変更がないため、対象外とする。

 別紙５：補足説明すべき項目の抽出

基本設計方針を起点として、添付書類での記載事項に対して補足

が必要な事項を展開する。発電炉の補足説明資料の実績との比較

を行い、添付書類等から展開した補足説明資料の項目に追加すべ

きものを抽出する。

※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の

変更がないため、対象外とする。
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 別紙６：変更前記載事項の既工認等との紐づけ

基本設計方針の変更前の記載事項に対し、既認可等との紐づけを

示す。

※本別紙は、別紙１による基本設計方針の記載事項の確定後に示

す。
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再処理施設　設工認に係る補足説明資料　別紙リスト 令和３年８月27日　Ｒ０

資料№ 名称 提出日 Rev

別紙１ 基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 8/27 0

別紙２ 基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開 8/27 0

別紙３ 基本設計方針の添付書類への展開 - -
※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、
対象外とする。

別紙４ 添付書類の発電炉との比較 - -
※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、
対象外とする。

別紙５ 補足説明すべき項目の抽出 - -
※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、
対象外とする。

別紙６ 変更前記載事項の既工認等との紐づけ 8/27 0 ※本別紙は、別紙１による基本設計方針の記載事項の確定後に示す。

換気00-01　【本文、添付書類、補足説明項目への展開（換気）】

別紙
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：商業機密の観点から公開できない箇所商業
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十八条 （換気設備）（1 / 24） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（換気設備） 

第二十八条 再処理施設内の使用済燃

料等により汚染された空気による放射

線障害を防止する必要がある場所に

は、次に掲げるところにより換気設備

が設けられていなければならない。 

 

一 放射線障害を防止するために必要

な換気能力を有するものであること。

換② 

 

二 使用済燃料等により汚染された空

気が逆流するおそれがない構造である

こと。換③ 

 

三 ろ過装置を設ける場合にあって

は、ろ過装置の機能が適切に維持し得

るものであり、かつ、ろ過装置の使用

済燃料等による汚染の除去又はろ過装

置の取替えが容易な構造であること。

換④ 

 

四 吸気口は、使用済燃料等により汚

染された空気を吸入し難いように設置

すること。換⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
5. 放射性廃棄物の廃棄施設 

5.1 気体廃棄物の廃棄施設 

5.1.1 設計基準対象の施設 

5.1.1.4 換気設備 

 

換気設備は，各建屋の換気・空調，

排気の浄化及び空気汚染の拡大防止を

行うものであり、使用済燃料輸送容器

管理建屋換気設備，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋換気設備，前処理建屋換

気設備，分離建屋換気設備，精製建屋

換気設備，ウラン脱硝建屋換気設備，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換

気設備，ウラン・プルトニウム混合酸

化物貯蔵建屋換気設備，高レベル廃液

ガラス固化建屋換気設備，第１ガラス

固化体貯蔵建屋換気設備，低レベル廃

液処理建屋換気設備，低レベル廃棄物

処理建屋換気設備，ハル・エンドピー

ス貯蔵建屋換気設備，チャンネルボッ

クス・バーナブルポイズン処理建屋換

気設備，分析建屋換気設備，北換気筒

（使用済燃料輸送容器管理建屋換気

筒，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気

筒並びにハル・エンドピース及び第１

ガラス固化体貯蔵建屋換気筒）及び低

レベル廃棄物処理建屋換気筒で構成す

る。換① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
四、再処理施設の位置，構造及び設備

並びに再処理の方法 

Ａ．再処理施設の位置，構造及び設備 

ト．放射性廃棄物の廃棄施設の構造及

び設備 

(１) 気体廃棄物の廃棄施設 

(ⅰ) 構 造 

(ａ) 設計基準対象の施設 

気体廃棄物の廃棄施設は，せん断処理

施設のせん断処理設備及び溶解施設の

溶解設備から発生する放射性気体廃棄

物を処理するせん断処理・溶解廃ガス

処理設備，各施設の放射性物質を収納

する塔槽類から発生する放射性気体廃

棄物を処理する塔槽類廃ガス処理設

備，高レベル廃液ガラス固化設備から

発生する放射性気体廃棄物を処理する

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備，□1 汚染のおそれのある区域を換気

する換気設備換②並びに主排気筒で構

成する。□2  

せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，

前処理建屋に収納する。□2  

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備は，高レベル廃液ガラス固化建屋に

収納する。□2  

前処理建屋の主要構造は，「ニ．

(１)(ⅰ) 構造」に示す。□2  

高レベル廃液ガラス固化建屋の主要構

造は，鉄筋コンクリート造（一部鉄骨

鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）で，

地上２階，地下４階，建築面積約5,100

ｍ２の建物である。□2  

主排気筒は，高さ約150ｍ，面積約

1,600ｍ２の構築物である。□2  

高レベル廃液ガラス固化建屋機器配置

概要図を第121図から第129図に示す。

□3  

なお，塔槽類廃ガス処理設備及び□2 換

気設備は，各建屋に収納する。換① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1. 安全設計 

1.4 使用済燃料等の閉じ込めに関する

設計 

 (６) 安全機能を有する施設の閉じ込

めは，取り扱う放射性物質の種類及び

性状（気体，液体及び固体）に応じて

設計する。 

ｄ．放射性廃棄物の廃棄施設 

(ａ) 気体廃棄物の廃棄施設 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備，高

レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備

及び塔槽類廃ガス処理設備の放射性物

質を内包する系統及び機器は，腐食し

難い材料を用いるとともに，漏えいし

難い構造とし，気体状の放射性物質の

漏えいの拡大を防止し安全に処置でき

る設計とする。また，これらの設備は

気体状の放射性物質の漏えい及び逆流

を防止する設計とする。◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2.2 換気設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換①(P4 から) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下線：基本設計方針に記載する事項(丸数字で紐づけ) 

波線：基本設計方針と許可の記載の内容変更部分 

灰色ハッチング：基本設計方針に記載しない事項 

黄色ハッチング：発電炉工認と基本設計方針の記載内容が一致する箇所 

  ：発電炉との差異の理由     ：許可からの変更点等 

   

【凡例】 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

換気設備の系統構成及び主要設

備について設計方針として展開

すべき事項として記載する。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十八条 （換気設備）（2 / 24） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

通常運転時，運転時の異常な過渡変

化時及び設計基準事故時において，放

射線障害を防止するため，放射線業務

従事者に新鮮な空気を送るとともに，

空気中の放射性物質の除去・低減が可

能な換気設備を設ける換② 

換気設備は，給気系及び排気系で構

成し，汚染の程度の低い区域から汚染

の程度のより高い区域に向かって空気

を流す設計とし、給排気量を適切に設

定及び調節することにより、汚染のお

それのある区域を清浄区域より負圧に

維持するとともに，適切な換気・空調

を行う設計とする。換② 

汚染のおそれのある区域からの排気

は、高性能粒子フィルタ及び固化セル

換気系前置フィルタユニットでろ過換

④した後，主排気筒，北換気筒及び低

レベル廃棄物処理建屋換気筒の排気口

から排出する設計とする。換② 

換気設備は、放射線障害を防止する

ために必要な換気能力を有する設計と

する。換② 

 

換気設備は、使用済燃料等により汚

染された空気が漏えい及び逆流するお

それがない設計とする。換③ 

 

 

 

 

換気設備は，汚染のおそれのある区

域からの排気を高性能粒子フィルタで

浄化でき、前後の差圧を測定できる設

計とする。さらに高性能粒子フィルタ

の周辺に十分な空間を確保し，フィル

タ交換が容易な設計とする。換④ 

 

 

 

 

換気設備の吸気口は，放射性物質に

汚染された空気を吸入し難いように，

主排気筒，北換気筒及び低レベル廃棄

物処理建屋換気筒から十分離れた位置

に設置する設計とする。換⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気体廃棄物の廃棄施設の排気は，放射

性物質の濃度を監視しながら主排気

筒，北換気筒（使用済燃料輸送容器管

理建屋換気筒，使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋換気筒並びにハル・エンドピー

ス及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気

筒）及び低レベル廃棄物処理建屋換気

筒の排気口から排出する。換②⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換気設備は，汚染のおそれのある区域

を清浄区域より負圧に維持できる設計

とし，汚染の程度の低い区域から高い

区域に空気を流すことのできる設計と

する。換② 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.9 再処理施設に関する「再処理施設

の位置、構造及び設備の基準に関する

規則」への適合性 

1.9.21 廃棄施設 

適合のための設計方針 

再処理施設には，周辺監視区域の外の

空気中の放射性物質の濃度及び液体状

の放射性物質の海洋放出に起因する線

量を十分に低減できるよう，以下の設

計を行う施設を設ける。◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 気体廃棄物の廃棄施設 

ｄ．セル，グローブボックス及びこれ

らと同等の閉じ込め機能を有する施設

の換気は，必要に応じて高性能粒子フ

ィルタ，廃ガス洗浄塔，凝縮器，ミス

通常運転時，運転時の異常な過渡変

化時及び設計基準事故時において，放

射線障害を防止するため，発電所従業

員に新鮮な空気を送るとともに，空気

中の放射性物質の除去・低減が可能な

換気設備を設ける。 

換気設備は，放射性物質による汚染

の可能性からみて区域を分け，それぞ

れ別系統とし，清浄区域に新鮮な空気

を供給して，汚染の可能性のある区域

に向って流れるようにし，排気は適切

なフィルタを通して行う。また，各換

気系統は，その容量が区域及び部屋の

必要な換気並びに除熱を十分行える設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性物質を内包する換気ダクト

は，溶接構造とし，耐圧試験に合格し

たものを使用することで，漏えいし難

い構造とする。また，ファン，逆流防

止用ダンパ等を設置し，逆流し難い構

造とする。 

 

排出する空気を浄化するため，気体

状の放射性よう素を除去するよう素フ

ィルタ及び放射性微粒子を除去する微

粒子フィルタを設置する。 

これらのフィルタを内包するフィル

タユニットは，フィルタの取替が容易

となるよう取替えに必要な空間を有す

るとともに，必要に応じて梯子等を設

置し，取替が容易な構造とする。 

 

吸気口は，放射性物質に汚染された

空気を吸入し難いように，主排気筒及

び廃棄物処理建屋排気筒から十分離れ

た位置に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換② 

(P6 から) 

 

 

 

 

 

換②(P3 から) 

 

 

換④ 

(P3,16 から) 

 

 

換② 

(P3,16 から) 

 

換② 

(P6 から) 

 

換③ 

(P4,16 から) 

 

 

 

 

 

 

 

換④ 

(P4,16,17 から) 

 

 

 

 

 

 

換⑤ 

(P3,16 から) 

 

 

 

 

 

 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設は耐圧試験対象外のた

め、炉特有の記載である 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設の換気設備でよう素を処

理することがないため、発電炉特有

の事項である。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理事業変更許可申請書には、通常運

転時，運転時の異常な過渡変化時及び設

計基準事故時の記載がない。 
＜不一致への手当て＞ 

再処理も同様の記載を追加する。 

【許可からの変更点等】 

浄化機能は高性能粒子フィルタ

を期待しているため、『等』を

削除した。 

【許可からの変更点等】 

「高性能粒子フィルタ等」につ

いて対象を明確にした。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

許可との整合であり、排気筒及

び換気筒が複数あるため記載す

る。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理技術基準により換気能力

に関する事項を記載する。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

許可との整合であり、フィルタ

の機能の維持確認のため記載す

る。 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北換気筒は，再処理施設と廃棄物管理

施設の合計４本の筒身から形成され，

それらの支持構造物は，鉄塔支持形で

あり，再処理施設の筒身とともに廃棄

物管理施設の筒身も支持する構造であ

る。よって，支持構造物は廃棄物管理

施設と共用し，共用によって再処理施

設の安全性を損なわない設計とする。

□6  

せん断処理・溶解廃ガス処理設備系統

概要図を第35図に，塔槽類廃ガス処理

設備系統概要図を第36図及び第37図

に，高レベル廃液ガラス固化廃ガス処

理設備系統概要図を第38図に，換気設

備排気系系統概要図を第39図及び第40

図に示す。□3  

 

 

 

 

 

 

トフィルタ及び◇2 ルテニウム吸着塔で

洗浄，ろ過及びルテニウム除去の処理

をした後，主排気筒，北換気筒及び低

レベル廃棄物処理建屋換気筒から放出

する設計とする。換②④⑤ 

ｅ．放射性気体廃棄物は，十分な拡散

効果の期待できる主排気筒，北換気筒

及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒か

ら監視しながら放出する設計とする。

換②⑤ 

 

7. 放射性廃棄物の廃棄施設 

7.2 気体廃棄物の廃棄施設 

7.2.1 設計基準対象の施設 

7.2.1.1 概 要 

気体廃棄物の廃棄施設は，せん断処理

施設のせん断機，溶解施設の溶解槽等

から発生する放射性気体廃棄物を処理

するせん断処理・溶解廃ガス処理設

備，各施設の放射性物質を収容する塔

槽類から発生する放射性気体廃棄物を

処理する塔槽類廃ガス処理設備，固体

廃棄物の廃棄施設のガラス溶融炉から

発生する放射性気体廃棄物を処理する

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備，◇2 汚染のおそれのある区域を換気

する換気設備◇6 及び主排気筒で構成す

る。◇2  

気体廃棄物の廃棄施設系統概要図を第

7.2－１図に示す。◇4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2.1.5 換気設備 

7.2.1.5.1 概 要 

換気設備は，各建屋の換気・空調，排

気の浄化及び空気汚染の拡大防止を行

うものであり，使用済燃料輸送容器管

理建屋換気設備，使用済燃料受入れ・

 

中央制御室の換気及び冷暖房は，中央

制御室換気系空気調和機ファン，中央制

御室換気系フィルタユニット，中央制御

室換気系フィルタ系ファン等から構成す

る中央制御室換気空調設備により行う。 

原子炉建屋ガス処理系は非常用ガス再

循環系及び非常用ガス処理系から構成さ

れる。非常用ガス処理系は，電気加熱

器，粒子用高効率フィルタ，よう素用チ

ャコールフィルタ等を含む非常用ガス処

理系フィルタトレイン及び非常用ガス処

理系排風機等から構成され， 非常用ガ

ス再循環系は，湿分除去装置，電気加熱

器，前置フィルタ，粒子用高効率フィル

タ， よう素用チャコールフィルタ等を

含む非常用ガス再循環系フィルタトレイ

ン及び非常用ガス再循環系排風機等から

構成される。放射性物質の放出を伴う設

計基準事故時には非常用ガス処理系で原

子炉建屋原子炉棟内を水柱約 6 mm の負

圧に保ちながら，原子炉格納容器から漏

えいした放射性物質を非常用ガス再循環

系により除去するとともに，非常用ガス

処理系を通して，更に放射性物質を除

去・低減した後，非常用ガス処理系排気

筒より放出できる設計とする。 

 

原子炉建屋原子炉棟の常用換気系は，

送風機及び排風機により，発電所通常運

転中，原子炉建屋原子炉棟内の換気を行

い，原子炉建屋原子炉棟内をわずかに負

圧に保ち，排気空気は，フィルタを通し

たのち，主排気筒から放出する。また，

原子炉建屋放射能高等の信号により，隔

離弁を自動閉鎖するとともに常用換気系

から原子炉建屋ガス処理系に切り替わる

ことで放射性物質の放散を防ぐ設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換②(P2 ヘ) 

換④(P2 ヘ) 

換⑤(P2 ヘ) 

 

 

 

換②(P2 ヘ) 

換⑤(P2 ヘ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

排気筒により放射性物質を

排気する基本方針は同様で

あるが、発電炉特有の設備

のため、再処理施設には該

当する記載がない。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

負圧維持及び排気筒により

放射性物質を排気する基本

方針は同様であるが、発電

炉特有の設備のため、再処

理施設には該当する記載が

ない。 
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貯蔵建屋換気設備，前処理建屋換気設

備，分離建屋換気設備，精製建屋換気

設備，ウラン脱硝建屋換気設備，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設

備，ウラン・プルトニウム混合酸化物

貯蔵建屋換気設備，高レベル廃液ガラ

ス固化建屋換気設備，第１ガラス固化

体貯蔵建屋換気設備，低レベル廃液処

理建屋換気設備，低レベル廃棄物処理

建屋換気設備，ハル・エンドピース貯

蔵建屋換気設備，チャンネルボック

ス・バーナブルポイズン処理建屋換気

設備，分析建屋換気設備，北換気筒

（使用済燃料輸送容器管理建屋換気

筒，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気

筒並びにハル・エンドピース及び第１

ガラス固化体貯蔵建屋換気筒）及び低

レベル廃棄物処理建屋換気筒で構成す

る。換①分析建屋換気設備の一部は，

六ヶ所保障措置分析所と共用し，◇5 北

換気筒の支持構造物は，廃棄物管理施

設と共用する。◇6  

換気設備の系統概要図を第7.2－18図に

示す。◇4  

 

7.2.1.5.2 設計方針 

(１) 放射性物質の放出低減 

ａ．換気設備は，汚染のおそれのある

区域からの排気を高性能粒子フィルタ

等で浄化できる設計とする。換④ 

ｂ．北換気筒及び低レベル廃棄物処理

建屋換気筒は，放出する気体状の放射

性物質に対し，十分な拡散効果を有す

る設計とする。◇5  

(２) 閉じ込め 

換気設備は，汚染のおそれのある区域

を，清浄区域より負圧に維持できるよ

うにするとともに，汚染の程度の低い

区域から汚染の程度のより高い区域に

向かって空気を流すことのできる設計

とする。◇5 また，換気設備の安全上重

要な系統は，気体状の放射性物質が漏

えいし難く，かつ，逆流し難い設計と

する。換③ 

(３) 単一故障 

換気設備の安全上重要な系統及び機器

は，それらを構成する動的機器に単一

故障を仮定しても，安全機能が確保で

きる設計とする。◇10  

(４) 外部電源喪失 

換気設備の安全上重要な系統の排風機

及びセル内クーラは，非常用所内電源

タービン建屋換気系は，1系統の空気

供給系，2系統の排気系及び補助系から

なり，供給系のファン及び排気系のファ

ン並びに運転階専用の排気ファンから構

成され，屋外から取り入れた空気を通路

など清浄な場所に給気し，給水加熱器

室， 空気抽出器室など，汚染の可能性

の高い区域から排気し，フィルタを通し

たのち，主排気筒から放出する設計とす

る。 

 

廃棄物処理棟換気系は，1系統の空気

供給系及び排気系からなり，その給気

は，廃棄物処理制御室及び通路に行い，

排気は液体廃棄物貯蔵タンク室，フィル

タ室などから排気ファンによって，高性

能粒子フィルタを通したのち，主排気筒

から放出する設計とする。 

 

廃棄物処理建屋換気系は，1 系統の空

気供給系，主排気系及び廃棄物処理建屋

排気系の 2系統の排気系からなり，主排

気系は，放射性希ガス及び放射性よう素

による汚染の可能性のある区域の排気を

排気ファンにより高性能粒子フィルタを

通して主排気筒から放出する。その他区

域の排気は排気ファンにより高性能粒子

フィルタを通して廃棄物処理建屋排気筒

から放出する設計とする。 

 

サービス建屋換気系は，1系統の空気

供給系及び排気系からなり，その排気

は，排気ファンにより高性能粒子フィル

タを通したのち，主排気筒から放出する

設計とする。 

 

 

固体廃棄物作業建屋換気系は，1系統

の空気供給系及び排気系からなり，その

排気は，排気ファンにより高性能粒子フ

ィルタを通して廃棄物処理建屋排気筒か

ら放出する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換①(P1 ヘ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換④(P2 ヘ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換③(P2 ヘ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

排気筒により放射性物

質を排気する基本方針

は同様であるが、発電

炉特有の設備のため、

再処理施設には該当す

る記載がない。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

排気筒により放射性物

質を排気する基本方針

は同様であるが、発電

炉特有の設備のため、

再処理施設には該当す

る記載がない。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

排気筒により放射性物

質を排気する基本方針

は同様であるが、発電

炉特有の設備のため、

再処理施設には該当す

る記載がない。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

排気筒により放射性物

質を排気する基本方針

は同様であるが、発電

炉特有の設備のため、

再処理施設には該当す

る記載がない。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

排気筒により放射性物

質を排気する基本方針

は同様であるが、発電

炉特有の設備のため、

再処理施設には該当す

る記載がない。 
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六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

換⑥ 

廃棄物管理施設と共用する北換気筒

の支持構造物は，廃棄物管理施設の筒

身を考慮した強度を確保する設計とす

ることで，共用によって再処理施設の

安全性を損なわない設計とする。換⑥ 

系統に接続し，外部電源が喪失した場

合でも安全機能が確保できる設計とす

る。◇11  

(５) 火 災

換気設備は，可能な限り不燃性材料又

は難燃性材料を使用し，万一の火災の

発生を想定しても火災の拡大を防止で

きる設計とする。◇12

(６) 崩壊熱除去

換気設備により崩壊熱を除去する必要

がある場合には，崩壊熱による過度の

温度上昇を防止するため，適切な換気

を行える設計とする。◇2

(７) 換気・空調

換気設備は，各区域の換気・空調を適

切に行える設計とする。◇5

(８) 共 用

貯蔵容器搬送用洞道は，ＭＯＸ燃料加

工施設境界の扉解放時には，ＭＯＸ燃

料加工施設の気体廃棄物の廃棄施設に

より負圧に維持する設計とし，再処理

施設境界の扉（防火戸）開放時には，

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵

建屋換気設備により貯蔵容器搬送用洞

道を負圧に維持する設計とすること，

また，ＭＯＸ燃料加工施設境界の扉及

び再処理施設境界の扉（防火戸）は，

同時に開放しない設計とすることで，

共用によって再処理施設の安全性を損

なわない設計とする。◇7

六ヶ所保障措置分析所と共用する分析

建屋換気設備は，換気設備の排風機に

必要な容量を確保する設計とすること

で，共用によって再処理施設の安全性

を損なわない設計換⑥とし，廃棄物管

理施設と共用する北換気筒の支持構造

物は，廃棄物管理施設の筒身を考慮し

た強度を確保する設計とすることで，

共用によって再処理施設の安全性を損

なわない設計とする。換⑥ 

(９) 試験及び検査

換気設備の安全上重要な系統の排風

機，高性能粒子フィルタ及びセル内ク

－ラは，必要に応じて試験及び検査が

できる設計とする。◇13

(10) その他

換気設備のうち使用済燃料の受入れ及

び貯蔵に係る設備は，再処理設備本体

の運転開始に先立ち使用できる設計と

する。◇5

7.2.1.5.3 主要設備の仕様 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

換気設備の系統構成

及び主要設備につい

て設計方針として展

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

許可との整合であり、他施設と

の供用を記載する。 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料輸送容器管理建屋換気設

備は，以下の系統で構成する。 

使用済燃料輸送容器管理建屋給気系 

使用済燃料輸送容器管理建屋排気系 

 

 

 

 

使用済燃料輸送容器管理建屋給気系

は，使用済燃料輸送容器管理建屋の除

染エリア及び保守エリアの管理区域へ

外気を供給するため，建屋給気ユニッ

ト及び建屋送風機で構成する。 

使用済燃料輸送容器管理建屋排気系

は，使用済燃料輸送容器管理建屋の除

染エリア及び保守エリアの汚染のおそ

れのある区域の負圧維持，排気の浄化

及び排気の北換気筒（使用済燃料輸送

容器管理建屋換気筒）の排気口からの

排出のため，建屋排気フィルタユニッ

ト及び建屋排風機で構成する。換⑦ 

 

 

 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設

備は，以下の系統で構成する。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

(ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

(ａ) 設計基準対象の施設 

(ニ) 換気設備 

排 風 量換②合計約280万 ｍ３／ｈ□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 使用済燃料輸送容器管理建屋換気

設備 

使用済燃料輸送容器管理建屋排気系 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形）５ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機 ２ 台□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気

設備 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋排気系 

換気設備の主要設備の仕様を第7.2－14

表～第7.2－30表に示す。◇4  

なお，換気設備のうち使用済燃料の受

入れ及び貯蔵に係る使用済燃料輸送容

器管理建屋換気設備,使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋換気設備及び北換気筒

（使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒

及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気

筒）は，再処理設備本体の運転開始に

先立ち使用できる。 

 

7.2.1.5.4 系統構成及び主要設備 

換気設備は，給気系及び排気系で構成

し，汚染の程度の低い区域から汚染の

程度のより高い区域に向かって空気を

流す設計とし，給排気量を適切に設定

及び調節することにより，汚染のおそ

れのある区域を清浄区域より負圧に維

持するとともに，適切な換気・空調を

行う設計とする。◇5 このため，負圧の

設定値は，汚染の程度の低い区域では

－20Ｐａ［gage］以下，汚染の程度の

高い区域では－100Ｐａ［gage］以下と

する。◇3  

(１) 系統構成 

ａ．使用済燃料輸送容器管理建屋換気

設備 

使用済燃料輸送容器管理建屋換気設

備は，以下の系統で構成する。 

使用済燃料輸送容器管理建屋給気系 

使用済燃料輸送容器管理建屋排気系 

使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備

系統概要図を第7.2－19図に，使用済燃

料輸送容器管理建屋換気設備の主要設

備の仕様を第7.2－14表に示す。◇4  

使用済燃料輸送容器管理建屋給気系

は，使用済燃料輸送容器管理建屋の除

染エリア及び保守エリアの管理区域へ

外気を供給するため，建屋給気ユニッ

ト及び建屋送風機で構成する。 

使用済燃料輸送容器管理建屋排気系

は，使用済燃料輸送容器管理建屋の除

染エリア及び保守エリアの汚染のおそ

れのある区域の負圧維持，排気の浄化

及び排気の北換気筒（使用済燃料輸送

容器管理建屋換気筒）の排気口からの

排出のため，建屋排気フィルタユニッ

ト及び建屋排風機で構成する。換⑦ 

 

ｂ．使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気

設備 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換②(P2 ヘ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社特有の各建屋換気設備の記

載である。以下同様。 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋給気系 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋排気系 

 

 

 

 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋給気系

は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋の管

理区域へ外気を供給するため，建屋給

気ユニット及び建屋送風機で構成す

る。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋排気系

は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋の汚

染のおそれのある区域の負圧維持，排

気の浄化及び排気の北換気筒（使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気

口からの排出のため，建屋排気フィル

タユニット及び建屋排風機で構成す

る。換⑦ 

 

 

前処理建屋換気設備は，以下の系統

で構成する。 

前処理建屋給気系 

前処理建屋排気系 

 

 

 

 

前処理建屋排気系は，４系統の排気

系を設置する設計とする。 

換⑦ 

 

 

分離建屋換気設備は，以下の系統で

構成する。 

分離建屋給気系 

分離建屋排気系 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形）３ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機 ３ 台□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３） 前処理建屋換気設備 

前処理建屋排気系 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形）19 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機 ３ 台 

セル排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形）４ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

セル排風機 ２ 台 

溶解槽セルＡ排気フィルタユニット

（高性能粒子フィルタ１段内蔵形） ４ 

基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

溶解槽セルＢ排気フィルタユニット

（高性能粒子フィルタ１段内蔵形） ４ 

基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

溶解槽セルＡ排風機 ２ 台 

溶解槽セルＢ排風機 ２ 台□2  

 

４） 分離建屋換気設備 

分離建屋排気系 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形）15 基 

備は，以下の系統で構成する。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋給気系 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋排気系 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備

系統概要図を第7.2－20図に，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋換気設備の主要設

備の仕様を第7.2－15表に示す。◇4  

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋給気系

は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋の管

理区域へ外気を供給するため，建屋給

気ユニット及び建屋送風機で構成す

る。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋排気系

は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋の汚

染のおそれのある区域の負圧維持，排

気の浄化及び排気の北換気筒（使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気

口からの排出のため，建屋排気フィル

タユニット及び建屋排風機で構成す

る。換⑦ 

 

ｃ．前処理建屋換気設備 

前処理建屋換気設備は，以下の系統

で構成する。 

前処理建屋給気系 

前処理建屋排気系 

前処理建屋換気設備系統概要図を第7.2

－21図に，前処理建屋換気設備の主要

設備の仕様を第7.2－16表に示す。◇4  

前処理建屋給気系は，前処理建屋の

管理区域へ外気を供給するため，建屋

給気ユニット及び建屋送風機で構成す

る。 

前処理建屋排気系は，４系統の排気

系を設置する。 

前処理建屋排気系は，前処理建屋の

汚染のおそれのある区域の負圧維持，

排気の浄化及び排気の主排気筒の排気

口からの排出のため，建屋排気フィル

タユニット，セル排気フィルタユニッ

ト，溶解槽セルＡ排気フィルタユニッ

ト，溶解槽セルＢ排気フィルタユニッ

ト，建屋排風機，セル排風機，溶解槽

セルＡ排風機及び溶解槽セルＢ排風機

で構成する。換⑦ 

 

ｄ．分離建屋換気設備 

分離建屋換気設備は，以下の系統で

構成する。 

分離建屋給気系 
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発電炉工認 基本設計方針 備考 

 

 

 

 

分離建屋排気系は，２系統の排気系

を設置する設計とする。 

換⑦ 

 

 

精製建屋換気設備は，以下の系統で

構成する。 

精製建屋給気系 

精製建屋排気系 

 

 

 

 

精製建屋排気系は，３系統の排気系

を設置する設計とする。 

換⑦ 

 

 

ウラン脱硝建屋換気設備は，以下の

系統で構成する。 

ウラン脱硝建屋給気系 

ウラン脱硝建屋排気系 

 

 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機 ２ 台 

グローブボックス・セル排気フィルタ

ユニット（高性能粒子フィルタ１段内

蔵形） 11 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

グローブボックス・セル排風機 ３ 台

□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５） 精製建屋換気設備 

精製建屋排気系 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形）17 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機 ２ 台 

セル排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ段内蔵形）10 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

グローブボックス排気フィルタユニッ

ト（高性能粒子フィルタ１段内蔵形） 

２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

グローブボックス・セル排風機 ２ 台

□2  

 

 

 

 

 

 

 

６） ウラン脱硝建屋換気設備 

ウラン脱硝建屋排気系 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形）10 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

分離建屋排気系 

分離建屋換気設備系統概要図を第7.2－

22図に，分離建屋換気設備の主要設備

の仕様を第7.2－17表に示す。◇4  

分離建屋給気系は，分離建屋の管理

区域へ外気を供給するため，建屋給気

ユニット及び建屋送風機で構成する。

また，セル内有機溶媒火災時に給気を

閉鎖するため，建屋給気閉止ダンパを

設置する。 

分離建屋排気系は，２系統の排気系

を設置する。 

分離建屋排気系は，分離建屋の汚染

のおそれのある区域の負圧維持，排気

の浄化及び排気の主排気筒の排気口か

らの排出のため，建屋排気フィルタユ

ニット，グローブボックス・セル排気

フィルタユニット，建屋排風機及びグ

ローブボックス・セル排風機で構成す

る。換⑦ 

 

ｅ．精製建屋換気設備 

精製建屋換気設備は，以下の系統で

構成する。 

精製建屋給気系 

精製建屋排気系 

精製建屋換気設備系統概要図を第7.2－

23図に，精製建屋換気設備の主要設備

の仕様を第7.2－18表に示す。◇4  

精製建屋給気系は，精製建屋の管理

区域へ外気を供給するため，建屋給気

ユニット及び建屋送風機で構成する。

また，セル内有機溶媒火災時に給気を

閉鎖するため，建屋給気閉止ダンパを

設置する。 

精製建屋排気系は，３系統の排気系

を設置する。 

精製建屋排気系は，精製建屋の汚染

のおそれのある区域の負圧維持，排気

の浄化及び排気の主排気筒の排気口か

らの排出のため，建屋排気フィルタユ

ニット，セル排気フィルタユニット，

グローブボックス排気フィルタユニッ

ト，建屋排風機及びグローブボック

ス・セル排風機で構成する。換⑦ 

 

ｆ．ウラン脱硝建屋換気設備 

ウラン脱硝建屋換気設備は，以下の

系統で構成する。 

ウラン脱硝建屋給気系 

ウラン脱硝建屋排気系 

ウラン脱硝建屋換気設備系統概要図を
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発電炉工認 基本設計方針 備考 

 

 

ウラン脱硝建屋給気系は，ウラン脱

硝建屋の管理区域へ外気を供給するた

め，建屋給気ユニット及び建屋送風機

で構成する。 

ウラン脱硝建屋排気系は，２系統の

排気系を設置する設計とする。 

ウラン脱硝建屋排気系は，ウラン脱

硝建屋の汚染のおそれのある区域の負

圧維持，排気の浄化及び排気の主排気

筒の排気口からの排出のため，建屋排

気フィルタユニット，フード排気フィ

ルタユニット，建屋排風機及びフード

排風機で構成する。換⑦ 

 

 

 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

換気設備は，以下の系統で構成する。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋給

気系 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排

気系 

 

 

 

 

 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

給気系は，ウラン・プルトニウム混合

脱硝建屋の管理区域へ外気を供給する

ため，建屋給気ユニット及び建屋送風

機で構成する。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

排気系は，２系統の排気系を設置する

設計とする。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

排気系は，ウラン・プルトニウム混合

脱硝建屋の汚染のおそれのある区域の

負圧維持，排気の浄化及び排気の主排

気筒の排気口からの排出のため，建屋

排気フィルタユニット，グローブボッ

クス・セル排気フィルタユニット，建

屋排風機及びグローブボックス・セル

排風機で構成する。換⑦ 

 

 

 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋換気設備は，以下の系統で構成

する。 

建屋排風機 ２ 台 

フード排気フィルタユニット（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形） ２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

フード排風機 ２ 台□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７） ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋換気設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排

気系 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ２段内蔵形）22 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒 

子）／段 

建屋排風機 ２ 台 

グローブボックス・セル排気フィルタ

ユニット（高性能粒子フィルタ２段内

蔵形） ６ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

グローブボックス・セル排風機 ３ 台

□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８） ウラン・プルトニウム混合酸化物

貯蔵建屋換気設備 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵

建屋排気系 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒

第7.2－24図に，ウラン脱硝建屋換気設

備の主要設備の仕様を第7.2－19表に示

す。◇4  

ウラン脱硝建屋給気系は，ウラン脱

硝建屋の管理区域へ外気を供給するた

め，建屋給気ユニット及び建屋送風機

で構成する。 

ウラン脱硝建屋排気系は，２系統の

排気系を設置する。 

ウラン脱硝建屋排気系は，ウラン脱

硝建屋の汚染のおそれのある区域の負

圧維持，排気の浄化及び排気の主排気

筒の排気口からの排出のため，建屋排

気フィルタユニット，フード排気フィ

ルタユニット，建屋排風機及びフード

排風機で構成する。換⑦ 

 

ｇ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋換気設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

換気設備は，以下の系統で構成する。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋給

気系 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排

気系 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換

気設備系統概要図を第7.2－25図に，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気

設備の主要設備の仕様を第7.2－20表に

示す。◇4  

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

給気系は，ウラン・プルトニウム混合

脱硝建屋の管理区域へ外気を供給する

ため，建屋給気ユニット及び建屋送風

機で構成する。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

排気系は，２系統の排気系を設置す

る。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

排気系は，ウラン・プルトニウム混合

脱硝建屋の汚染のおそれのある区域の

負圧維持，排気の浄化及び排気の主排

気筒の排気口からの排出のため，建屋

排気フィルタユニット，グローブボッ

クス・セル排気フィルタユニット，建

屋排風機及びグローブボックス・セル

排風機で構成する。換⑦ 

 

ｈ．ウラン・プルトニウム混合酸化物

貯蔵建屋換気設備 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋換気設備は，以下の系統で構成
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十八条 （換気設備）（10 / 24） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵

建屋給気系 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵

建屋排気系 

 

 

 

 

 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋給気系は，２系統の給気系を設

置する設計とする。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋給気系は，ウラン・プルトニウ

ム混合酸化物貯蔵建屋の管理区域へ外

気を供給するため，建屋給気ユニッ

ト，貯蔵室送風機及び建屋送風機で構

成する。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋排気系は，２系統の排気系を設

置する設計とする。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋排気系は，貯蔵室排気フィルタ

ユニット，建屋排気フィルタユニッ

ト，貯蔵室排風機及び建屋排風機で構

成する。 

貯蔵室排気フィルタユニット及び貯

蔵室排風機は，ウラン・プルトニウム

混合酸化物貯蔵建屋の貯蔵室の換気を

行い，混合酸化物貯蔵容器からの崩壊

熱の除去，貯蔵室の負圧維持，排気の

浄化及び排気の低レベル廃棄物処理建

屋換気筒の排気口からの排出ができる

設計とする。 

建屋排気フィルタユニット及び建屋

排風機は，ウラン・プルトニウム混合

酸化物貯蔵建屋の汚染のおそれのある

区域の負圧維持，排気の浄化及び排気

の低レベル廃棄物処理建屋換気筒の排

気口からの排出ができる設計とする。

換⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高レベル廃液ガラス固化建屋換気設

子フィルタ２段内蔵形）７ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

貯蔵室排気フィルタユニット（高性能

粒子フィルタ２段内蔵形） 17 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機 ２ 台 

貯蔵室排風機 ４ 台□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９） 高レベル廃液ガラス固化建屋換気

設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋排気系 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒

する。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵

建屋給気系 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵

建屋排気系 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋換気設備系統概要図を第7.2－26

図に，ウラン・プルトニウム混合酸化

物貯蔵建屋換気設備の主要設備の仕様

を第7.2－21表に示す。◇4  

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋給気系は，２系統の給気系を設

置する。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋給気系は，ウラン・プルトニウ

ム混合酸化物貯蔵建屋の管理区域へ外

気を供給するため，建屋給気ユニッ

ト，貯蔵室送風機及び建屋送風機で構

成する。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋排気系は，２系統の排気系を設

置する。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋排気系は，貯蔵室排気フィルタ

ユニット，建屋排気フィルタユニッ

ト，貯蔵室排風機及び建屋排風機で構

成する。 

貯蔵室排気フィルタユニット及び貯

蔵室排風機は，ウラン・プルトニウム

混合酸化物貯蔵建屋の貯蔵室の換気を

行い，混合酸化物貯蔵容器からの崩壊

熱の除去，貯蔵室の負圧維持，排気の

浄化及び排気の低レベル廃棄物処理建

屋換気筒の排気口からの排出ができる

設計とする。 

建屋排気フィルタユニット及び建屋

排風機は，ウラン・プルトニウム混合

酸化物貯蔵建屋の汚染のおそれのある

区域の負圧維持，排気の浄化及び排気

の低レベル廃棄物処理建屋換気筒の排

気口からの排出ができる設計とする。

換⑦ 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵

建屋は，地下階において，その南側に

隣接する形で設置される貯蔵容器搬送

用洞道と接続する。これに伴い，貯蔵

容器搬送用洞道及びＭＯＸ燃料加工施

設の燃料加工建屋の一部は，負圧管理

の境界として共用する。◇7  

 

ｉ．高レベル廃液ガラス固化建屋換気

設備 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十八条 （換気設備）（11 / 24） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

備は，以下の系統で構成する。 

高レベル廃液ガラス固化建屋給気系 

高レベル廃液ガラス固化建屋排気系 

 

 

 

 

高レベル廃液ガラス固化建屋給気系

は，高レベル廃液ガラス固化建屋の管

理区域へ外気を供給するため，建屋給

気ユニット及び建屋送風機で構成す

る。 

高レベル廃液ガラス固化建屋排気系

は，６系統の排気系を設置する設計と

する。 

高レベル廃液ガラス固化建屋排気系

は，高レベル廃液ガラス固化建屋の汚

染のおそれのある区域の負圧維持，排

気の浄化及び排気の主排気筒の排気口

からの排出のため，建屋排気フィルタ

ユニット，貯蔵ピット収納管排気フィ

ルタユニット，セル排気フィルタユニ

ット，固化セル圧力放出系前置フィル

タユニット，固化セル圧力放出系排気

フィルタユニット，固化セル換気系前

置フィルタユニット，固化セル換気系

排気フィルタユニット，フード排気フ

ィルタユニット，建屋排風機，貯蔵ピ

ット収納管排風機，セル排風機，固化

セル換気系排風機及びフード排風機で

構成する。 

また，固化セルには，セル内の除熱

を行うため，セル内クーラを設置する

とともに，固化セルから建屋内への逆

流を防止するため，固化セルへの給気

系に固化セル隔離ダンパを設置する設

計とする。 

固化セル圧力放出系は，固化セル内

圧力が万一異常に上昇した場合に固化

セル内を排気できる設計とする。換⑦ 

 

 

 

 

 

 

第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備

は，以下の系統で構成する。 

第１ガラス固化体貯蔵建屋給気系 

第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系 

 

 

子フィルタ１段内蔵形）11 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機 ２ 台 

貯蔵ピット収納管排気フィルタユニッ

ト（高性能粒子フィルタ１段内蔵形） 

２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

貯蔵ピット収納管排風機 ２ 台 

セル排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形）７ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

セル排風機 ２ 台 

固化セル圧力放出系前置フィルタユニ

ット（高性能粒子フィルタ１段内蔵

形） ２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

固化セル圧力放出系排気フィルタユニ

ット（高性能粒子フィルタ１段内蔵

形） ２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

固化セル換気系前置フィルタユニット 

洗 浄 塔 １ 基 

凝 縮 器 １ 基 

ミストフィルタ ２ 基 

ルテニウム吸着塔 １ 基 

固化セル換気系排気フィルタユニット

（高性能粒子フィルタ２段内蔵形） ２ 

基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

固化セル換気系排風機 ２ 台 

フード排気フィルタユニット（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形） ２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

フード排風機 ２ 台 

セル内クーラ 10 基□2  

 

10） 第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設

備 

第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系 

第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋排

気フィルタユニット（高性能粒子フィ

ルタ１段内蔵形）10 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋排

高レベル廃液ガラス固化建屋換気設

備は，以下の系統で構成する。 

高レベル廃液ガラス固化建屋給気系 

高レベル廃液ガラス固化建屋排気系 

高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備

系統概要図を第7.2－27図に，高レベル

廃液ガラス固化建屋換気設備の主要設

備の仕様を第7.2－22表に示す。◇4  

高レベル廃液ガラス固化建屋給気系

は，高レベル廃液ガラス固化建屋の管

理区域へ外気を供給するため，建屋給

気ユニット及び建屋送風機で構成す

る。 

高レベル廃液ガラス固化建屋排気系

は，６系統の排気系を設置する。 

高レベル廃液ガラス固化建屋排気系

は，高レベル廃液ガラス固化建屋の汚

染のおそれのある区域の負圧維持，排

気の浄化及び排気の主排気筒の排気口

からの排出のため，建屋排気フィルタ

ユニット，貯蔵ピット収納管排気フィ

ルタユニット，セル排気フィルタユニ

ット，固化セル圧力放出系前置フィル

タユニット，固化セル圧力放出系排気

フィルタユニット，固化セル換気系前

置フィルタユニット，固化セル換気系

排気フィルタユニット，フード排気フ

ィルタユニット，建屋排風機，貯蔵ピ

ット収納管排風機，セル排風機，固化

セル換気系排風機及びフード排風機で

構成する。 

また，固化セルには，セル内の除熱

を行うため，セル内クーラを設置する

とともに，固化セルから建屋内への逆

流を防止するため，固化セルへの給気

系に固化セル隔離ダンパを設置する。 

固化セル圧力放出系は，固化セル内

圧力が万一異常に上昇した場合に固化

セル内を排気する系統である。換⑦ 

 

 

 

 

 

 

ｊ．第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設

備 

第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備

は，以下の系統で構成する。 

第１ガラス固化体貯蔵建屋給気系 

第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系 

第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備系
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

 

 

第１ガラス固化体貯蔵建屋給気系

は，第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟の

管理区域へ外気を供給するための第１

ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋給気ユ

ニット及び第１ガラス固化体貯蔵建屋

東棟建屋送風機並びに第１ガラス固化

体貯蔵建屋西棟の管理区域へ外気を供

給するための第１ガラス固化体貯蔵建

屋西棟建屋給気ユニット及び第１ガラ

ス固化体貯蔵建屋西棟建屋送風機で構

成する。 

第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系

は，６系統の排気系を設置する設計と

する。 

第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系

は，第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟の

汚染のおそれのある区域の負圧維持，

排気の浄化及び排気の北換気筒（ハ

ル・エンドピース及び第１ガラス固化

体貯蔵建屋換気筒）の排気口からの排

出のため，第１ガラス固化体貯蔵建屋

東棟建屋排気フィルタユニット，第１

ガラス固化体貯蔵建屋東棟貯蔵ピット

収納管排気フィルタユニット，第１ガ

ラス固化体貯蔵建屋東棟建屋排風機及

び第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟貯蔵

ピット収納管排風機並びに第１ガラス

固化体貯蔵建屋西棟の汚染のおそれの

ある区域の負圧維持，排気の浄化及び

排気の北換気筒（ハル・エンドピース

及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気

筒）の排気口からの排出のため，第１

ガラス固化体貯蔵建屋西棟建屋排気フ

ィルタユニット，第１ガラス固化体貯

蔵建屋西棟貯蔵ピット収納管排気フィ

ルタユニット，第１ガラス固化体貯蔵

建屋西棟建屋排風機及び第１ガラス固

化体貯蔵建屋西棟貯蔵ピット収納管排

風機で構成する。 

収納管からの排気系は，収納管から

の排気中に含まれる放射性物質量の測

定ができる設計とする。また，負圧の

監視用に圧力計を設ける設計とする。

換⑦ 

 

低レベル廃液処理建屋換気設備は，

以下の系統で構成する。 

低レベル廃液処理建屋給気系 

低レベル廃液処理建屋排気系 

 

風機 ２ 台 

第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟貯蔵ピ

ット収納管排気フィルタユニット（高

性能粒子フィルタ１段内蔵形）２ 基／

系列×２系列 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟貯蔵ピ

ット収納管排風機 ２ 台／系列×２系

列 

第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟建屋排

気フィルタユニット（高性能粒子フィ

ルタ１段内蔵形）８ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟建屋排

風機 ２ 台 

第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟貯蔵ピ

ット収納管排気フィルタユニット（高

性能粒子フィルタ１段内蔵形） ２ 基

／系列×２系列 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟貯蔵ピ

ット収納管排風機 ２ 台／系列×２系

列□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11） 低レベル廃液処理建屋換気設備 

低レベル廃液処理建屋排気系 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形）２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

統概要図を第7.2－28図に，第１ガラス

固化体貯蔵建屋換気設備の主要設備の

仕様を第7.2－23表に示す。◇4  

第１ガラス固化体貯蔵建屋給気系

は，第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟の

管理区域へ外気を供給するための第１

ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋給気ユ

ニット及び第１ガラス固化体貯蔵建屋

東棟建屋送風機並びに第１ガラス固化

体貯蔵建屋西棟の管理区域へ外気を供

給するための第１ガラス固化体貯蔵建

屋西棟建屋給気ユニット及び第１ガラ

ス固化体貯蔵建屋西棟建屋送風機で構

成する。 

第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系

は，６系統の排気系を設置する。 

第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系

は，第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟の

汚染のおそれのある区域の負圧維持，

排気の浄化及び排気の北換気筒（ハ

ル・エンドピース及び第１ガラス固化

体貯蔵建屋換気筒）の排気口からの排

出のため，第１ガラス固化体貯蔵建屋

東棟建屋排気フィルタユニット，第１

ガラス固化体貯蔵建屋東棟貯蔵ピット

収納管排気フィルタユニット，第１ガ

ラス固化体貯蔵建屋東棟建屋排風機及

び第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟貯蔵

ピット収納管排風機並びに第１ガラス

固化体貯蔵建屋西棟の汚染のおそれの

ある区域の負圧維持，排気の浄化及び

排気の北換気筒（ハル・エンドピース

及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気

筒）の排気口からの排出のため，第１

ガラス固化体貯蔵建屋西棟建屋排気フ

ィルタユニット，第１ガラス固化体貯

蔵建屋西棟貯蔵ピット収納管排気フィ

ルタユニット，第１ガラス固化体貯蔵

建屋西棟建屋排風機及び第１ガラス固

化体貯蔵建屋西棟貯蔵ピット収納管排

風機で構成する。 

収納管からの排気系は，収納管から

の排気中に含まれる放射性物質量の測

定ができる設計とする。また，負圧の

監視用に圧力計を設ける。換⑦ 

 

 

ｋ．低レベル廃液処理建屋換気設備 

低レベル廃液処理建屋換気設備は，

以下の系統で構成する。 

低レベル廃液処理建屋給気系 

低レベル廃液処理建屋排気系 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

 

 

 

 

低レベル廃液処理建屋排気系は，１

系統の排気系を設置する設計とする。 

換⑦ 

 

 

低レベル廃棄物処理建屋換気設備

は，以下の系統で構成する。 

低レベル廃棄物処理建屋給気系 

低レベル廃棄物処理建屋排気系 

 

 

 

 

低レベル廃棄物処理建屋給気系は，

低レベル廃棄物処理建屋の管理区域へ

外気を供給するため，建屋給気ユニッ

ト及び建屋送風機で構成する。 

低レベル廃棄物処理建屋排気系は，

３系統の排気系を設置する設計とす

る。 

低レベル廃棄物処理建屋排気系は，

低レベル廃棄物処理建屋の汚染のおそ

れのある区域の負圧維持，排気の浄化

及び排気の主排気筒及び低レベル廃棄

物処理建屋換気筒の排気口からの排出

のため，建屋排気フィルタユニット

Ⅰ，建屋排気フィルタユニットⅡ，建

屋排気フィルタユニットⅢ，建屋排風

機Ⅰ，建屋排風機Ⅱ及び建屋排風機Ⅲ

で構成する。換⑦ 

 

 

ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設

備は，以下の系統で構成する。 

ハル・エンドピース貯蔵建屋給気系 

ハル・エンドピース貯蔵建屋排気系 

 

 

 

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機 ２ 台 

運転予備用建屋排風機 １ 台□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12） 低レベル廃棄物処理建屋換気設備 

低レベル廃棄物処理建屋排気系 

建屋排気フィルタユニットⅠ（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形） 56 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機Ⅰ ４ 台 

建屋排気フィルタユニットⅡ（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形） 13 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機Ⅱ ２ 台 

建屋排気フィルタユニットⅢ（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形） ８ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機Ⅲ ２ 台□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13） ハル・エンドピース貯蔵建屋換気

設備 

ハル・エンドピース貯蔵建屋排気系 

建屋排気フィルタユニットⅠ（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形） ５ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機Ⅰ ２ 台 

低レベル廃液処理建屋換気設備系統概

要図を第7.2－29図に，低レベル廃液処

理建屋換気設備の主要設備の仕様を第

7.2－24表に示す。◇4  

低レベル廃液処理建屋給気系は，低

レベル廃液処理建屋の管理区域へ外気

を供給するため，建屋給気ユニット及

び建屋送風機で構成する。 

低レベル廃液処理建屋排気系は，１

系統の排気系を設置する。 

低レベル廃液処理建屋排気系は，低

レベル廃液処理建屋の汚染のおそれの

ある区域の負圧維持，排気の浄化及び

排気の低レベル廃棄物処理建屋換気筒

の排気口からの排出のため，建屋排気

フィルタユニット，建屋排風機及び運

転予備用建屋排風機で構成する。換⑦ 

 

ｌ．低レベル廃棄物処理建屋換気設備 

低レベル廃棄物処理建屋換気設備

は，以下の系統で構成する。 

低レベル廃棄物処理建屋給気系 

低レベル廃棄物処理建屋排気系 

低レベル廃棄物処理建屋換気設備系統

概要図を第7.2－30図に，低レベル廃棄

物処理建屋換気設備の主要設備の仕様

を第7.2－25表に示す。◇4  

低レベル廃棄物処理建屋給気系は，

低レベル廃棄物処理建屋の管理区域へ

外気を供給するため，建屋給気ユニッ

ト及び建屋送風機で構成する。 

低レベル廃棄物処理建屋排気系は，

３系統の排気系を設置する。 

低レベル廃棄物処理建屋排気系は，

低レベル廃棄物処理建屋の汚染のおそ

れのある区域の負圧維持，排気の浄化

及び排気の主排気筒及び低レベル廃棄

物処理建屋換気筒の排気口からの排出

のため，建屋排気フィルタユニット

Ⅰ，建屋排気フィルタユニットⅡ，建

屋排気フィルタユニットⅢ，建屋排風

機Ⅰ，建屋排風機Ⅱ及び建屋排風機Ⅲ

で構成する。換⑦ 

 

ｍ．ハル・エンドピース貯蔵建屋換気

設備 

ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設

備は，以下の系統で構成する。 

ハル・エンドピース貯蔵建屋給気系 

ハル・エンドピース貯蔵建屋排気系 

ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設備

系統概要図を第7.2－31図に，ハル・エ
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

 

 

ハル・エンドピース貯蔵建屋排気系

は，２系統の排気系を設置する設計と

する。 

換⑦ 

 

 

チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋換気設備は，以下の系

統で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋給気系は，チャンネル

ボックス・バーナブルポイズン処理建

屋の管理区域へ外気を供給するため，

建屋給気ユニット及び建屋送風機で構

成する。 

チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋排気系は，２系統の排

気系を設置する設計とする。 

チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋排気系は，チャンネル

ボックス・バーナブルポイズン処理建

屋の汚染のおそれのある区域の負圧維

持，排気の浄化及び排気の主排気筒及

び低レベル廃棄物処理建屋換気筒の排

気口からの排出のため，建屋排気フィ

ルタユニットⅠ，建屋排気フィルタユ

ニットⅡ，建屋排風機Ⅰ及び建屋排風

機Ⅱで構成する。換⑦ 

建屋排気フィルタユニットⅡ（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形） ３ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機Ⅱ ２ 台□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14） チャンネルボックス・バーナブル

ポイズン処理建屋換気設備 

チャンネルボックス・バーナブルポイ

ズン処理建屋排気系 

建屋排気フィルタユニットⅠ（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形） ３ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機Ⅰ ２ 台 

建屋排気フィルタユニットⅡ（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形） ２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機Ⅱ ２ 台□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンドピース貯蔵建屋換気設備の主要設

備の仕様を第7.2－26表に示す。◇4  

ハル・エンドピース貯蔵建屋給気系

は，ハル・エンドピース貯蔵建屋の管

理区域へ外気を供給するため，建屋給

気ユニット及び建屋送風機で構成す

る。 

ハル・エンドピース貯蔵建屋排気系

は，２系統の排気系を設置する。 

ハル・エンドピース貯蔵建屋排気系

は，ハル・エンドピース貯蔵建屋の汚

染のおそれのある区域の負圧維持，排

気の浄化及び排気の北換気筒（ハル・

エンドピース及び第１ガラス固化体貯

蔵建屋換気筒）の排気口からの排出の

ため，建屋排気フィルタユニットⅠ，

建屋排気フィルタユニットⅡ，建屋排

風機Ⅰ及び建屋排風機Ⅱで構成する。

換⑦ 

 

ｎ．チャンネルボックス・バーナブル

ポイズン処理建屋換気設備 

チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋換気設備は，以下の系

統で構成する。 

チャンネルボックス・バーナブルポイ

ズン処理建屋給気系チャンネルボック

ス・バーナブルポイズン処理建屋排気

系チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋換気設備系統概要図を

第7.2－32図に，チャンネルボックス・

バーナブルポイズン処理建屋換気設備

の主要設備の仕様を第7.2－27表に示

す。◇4  

チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋給気系は，チャンネル

ボックス・バーナブルポイズン処理建

屋の管理区域へ外気を供給するため，

建屋給気ユニット及び建屋送風機で構

成する。 

チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋排気系は，２系統の排

気系を設置する。 

チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋排気系は，チャンネル

ボックス・バーナブルポイズン処理建

屋の汚染のおそれのある区域の負圧維

持，排気の浄化及び排気の主排気筒及

び低レベル廃棄物処理建屋換気筒の排

気口からの排出のため，建屋排気フィ

ルタユニットⅠ，建屋排気フィルタユ

ニットⅡ，建屋排風機Ⅰ及び建屋排風
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発電炉工認 基本設計方針 備考 

 

 

分析建屋換気設備は，以下の系統で

構成する。 

分析建屋給気系 

分析建屋排気系 

 

 

 

 

分析建屋排気系は，４系統の排気系

を設置する設計とする。 

換⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北換気筒は，多筒集合形とし，使用

済燃料輸送容器管理建屋換気筒，使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒並びに

ハル・エンドピース及び第１ガラス固

化体貯蔵建屋換気筒で構成する。換⑦ 

北換気筒（使用済燃料輸送容器管理

建屋換気筒）は，使用済燃料輸送容器

 

 

 

15） 分析建屋換気設備 

分析建屋排気系 

建屋排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形）19 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

建屋排風機 ２ 台 

セル排気フィルタユニット（高性能粒

子フィルタ１段内蔵形）２ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

セル排風機 ２ 台 

グローブボックス排気フィルタユニッ

ト（高性能粒子フィルタ２段内蔵形） 

４ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

グローブボックス排風機 ２ 台 

フード排気フィルタユニット（高性能

粒子フィルタ１段内蔵形） ４ 基 

粒子除去効率 99.9 ％以上（0.3μｍＤ

ＯＰ粒子）／段 

フード排風機 ２ 台□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16） 北換気筒 

使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒 

排気口地上高さ 約75 ｍ 

排 気 量約３万 ｍ３／ｈ 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒 

排気口地上高さ 約75 ｍ 

排 気 量 約28万 ｍ３／ｈ 

ハル・エンドピース及び第１ガラス固

化体貯蔵建屋換気筒 

排気口地上高さ 約75 ｍ 

排 気 量 約14万 ｍ３／ｈ□2  

 

17） 低レベル廃棄物処理建屋換気筒 

排気口地上高さ 約75 ｍ 

排 気 量約80万 ｍ３／ｈ□2  

 

 

機Ⅱで構成する。換⑦ 

 

ｏ．分析建屋換気設備 

分析建屋換気設備は，以下の系統で

構成する。 

分析建屋給気系 

分析建屋排気系 

分析建屋換気設備系統概要図を第7.2－

33図に，分析建屋換気設備の主要設備

の仕様を第7.2－28表に示す。◇4  

分析建屋給気系は，分析建屋及び出

入管理建屋の管理区域へ外気を供給す

るため，建屋給気ユニット及び建屋送

風機で構成する。 

分析建屋排気系は，４系統の排気系

を設置する。 

分析建屋排気系は，分析建屋及び出

入管理建屋の汚染のおそれのある区域

の負圧維持，排気の浄化及び排気の主

排気筒の排気口からの排出のため，建

屋排気フィルタユニット，セル排気フ

ィルタユニット，グローブボックス排

気フィルタユニット，フード排気フィ

ルタユニット，建屋排風機，セル排風

機，グローブボックス排風機及びフー

ド排風機で構成する。換⑦ 

六ヶ所保障措置分析所は，分析建屋の

中に配置されている。六ヶ所保障措置

分析所は，換気・空調を独立して設置

せずに，換気・空調，排気の浄化及び

空気汚染の拡大防止のため，分析建屋

換気設備の分析建屋排気系の一部を六

ヶ所保障措置分析所と共用する。◇5  

 

ｐ．北換気筒及び低レベル廃棄物処理

建屋換気筒 

北換気筒の概要図を第7.2－34図に，低

レベル廃棄物処理建屋換気筒の概要図

を第7.2－35図に，北換気筒及び低レベ

ル廃棄物処理建屋換気筒の主要設備の

仕様を第7.2－29表に示す。◇4  

北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋

換気筒は，鉄塔支持形とし，北換気筒

の支持構造物については，廃棄物管理

施設の筒身も支持する構造とすること

で，廃棄物管理施設と共用する。◇6  

また，北換気筒は，多筒集合形とし，

使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒並

びにハル・エンドピース及び第１ガラ

ス固化体貯蔵建屋換気筒で構成する。

換⑦ 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

管理建屋換気設備からの排気を排気口

から排出する設計とする。 

北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋換気筒）は，使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋換気設備からの排気を排気口

から排出する設計とする。 

北換気筒（ハル・エンドピース及び

第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒）

は，第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設

備及びハル・エンドピース貯蔵建屋換

気設備からの排気を排気口から排出す

る設計とする。 

低レベル廃棄物処理建屋換気筒は，

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵

建屋換気設備，低レベル廃液処理建屋

換気設備，低レベル廃棄物処理建屋換

気設備（汚染のおそれのある区域及び

熱分解装置室等からの排気系）及びチ

ャンネルボックス・バーナブルポイズ

ン処理建屋換気設備（汚染のおそれの

ある区域からの排気系）からの排気を

排気口から排出する設計とする。換⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 主要設備 

換気設備の給気系は，給気フィルタ，

送風機及び必要に応じ空調機器を設

け，外気を管理区域へ供給する設計と

する。 

換気設備の排気系は，排風機及び汚染

の程度に応じ適切に粒子フィルタ，排

気フィルタ等を設け，排気を主排気

筒，北換気筒及び低レベル廃棄物処理

建屋換気筒の排気口から排出する設計

とする。換②④⑤ 

安全上重要な系統は，溶接ダクト，逆

止ダンパ等を適切に使用する設計とす

る。換③ 

分離建屋換気設備の分離建屋給気系及

び精製建屋換気設備の精製建屋給気系

には建屋給気閉止ダンパを設け，外部

電源喪失時には給気を閉鎖し分離建屋

内及び精製建屋内が正圧になることを

防止し，建屋給気閉止ダンパは，単一

故障を仮定しても給気を閉鎖できる設

計とする。 

前処理建屋排気系の建屋排風機，セル

排風機，溶解槽セルＡ排風機及び溶解

槽セルＢ排風機，分離建屋排気系の建

屋排風機及びグローブボックス・セル

排風機，精製建屋排気系の建屋排風機

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換②(P2 ヘ) 

換④(P2 ヘ) 

換⑤(P2 ヘ) 

 

 

換③(P2 ヘ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点等】 

「熱分解装置室等」は、低レベ

ル廃棄物処理建屋換気設備のう

ち低レベル廃棄物処理建屋換気

筒から排気する室を示す記載で

あることから許可の記載を用い

た。 
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及びグローブボックス・セル排風機，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排

気系の建屋排風機及びグローブボック

ス・セル排風機，ウラン・プルトニウ

ム混合酸化物貯蔵建屋排気系の建屋排

風機及び貯蔵室排風機並びに高レベル

廃液ガラス固化建屋排気系の建屋排風

機，セル排風機及び固化セル換気系排

風機は多重化し，非常用所内電源系統

に接続するとともに，その１系列の試

験及び検査中においても，予備系列の

あるものは予備系列に切り替え又は予

備系列のないものは排風機を分割する

ことにより，運転できる設計とする。

また，排風機の流量を測定することに

より，運転状態を監視できる設計とす

る。◇7  

換気設備の排気系の高性能粒子フィル

タは多重化し，その試験及び検査中に

おいても，排気量を損なうことなく運

転できるとともに，前後の差圧を測定

することにより，運転状態を監視でき

る設計とする。また，高性能粒子フィ

ルタは，前後の差圧を測定できる設計

とする。換④ 

高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備

のセル内クーラは多重化し，非常用所

内電源系統に接続するとともに，その

１基の試験及び検査中においても，セ

ル内の除熱ができる設計とする。 

セル内クーラに冷水を供給する設備

は，動的機器に単一故障を仮定しても

閉じ込め機能を確保できる設計とし，

その他再処理設備の附属施設の安全冷

却水系を介して冷水を適切に供給する

設計とする。◇8  

換気設備の排風機，高性能粒子フィル

タ及びセル内クーラは，クレーン等に

より◇7 保守・補修を行う。換④ 

 

高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備

の固化セル隔離ダンパは，非常用所内

電源系統に接続するとともに，単一故

障を仮定しても固化セルから建屋内へ

の逆流を防止できる設計とする。◇7  

換気設備は，可能な限り不燃性材料又

は難燃性材料を使用するとともに，万

一の火災に備え，火災区域の耐火壁を

貫通するダクトには，原則として，貫

通部近傍に防火ダンパを設ける設計と

する。◇12  

換気設備のうち使用済燃料の受入れ及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換④(P2 ヘ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換④(P2 ヘ) 
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び貯蔵に係る使用済燃料輸送容器管理

建屋換気設備，使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋換気設備及び北換気筒（使用済

燃料輸送容器管理建屋換気筒及び使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）は，

再処理設備本体の運転開始に先立ち使

用できる設計とする。◇5  

換気設備の主要機器の機能及び性能に

ついて以下に示す。◇1  

 

ａ．排気フィルタユニット 

排気フィルタユニットは，排気系の排

気量が塔槽類廃ガス処理設備等に比べ

て多いため，高性能粒子フィルタを並

列に組み合わせたものとする。 

高性能粒子フィルタは，ろ材にガラス

繊維を使用し，排気中に含まれる放射

性エアロゾルを除去する。また，高性

能粒子フィルタは，排気中に含まれる

放射性エアロゾルを１段当たり99.9％

以上除去できる設計とする。◇3  

 

ｂ．固化セル換気系前置フィルタユニ

ット 

固化セル換気系前置フィルタユニット

は，排気中に含まれる放射性物質を除

去する。また，固化セル換気系前置フ

ィルタユニットは，排気中の揮発性ル

テニウムを99.98％以上除去でき，その

うちルテニウム吸着塔は揮発性ルテニ

ウムを99％以上除去できる設計とす

る。ミストフィルタは，洗浄塔と合わ

せて排気中の放射性エアロゾルを99％

以上除去できる設計とする。◇3  

 

ｃ．セル内クーラ 

セル内クーラは，セル内の機器から発

生する熱を除去し，固化セル内の温度

上昇による圧力の上昇を防止して，負

圧を維持する設計とする。◇7  

 

 

ｄ．排風機 

排風機は，汚染のおそれのある区域の

負圧を維持するとともに，排気を主排

気筒，北換気筒及び低レベル廃棄物処

理建屋換気筒の排気口から排出する。

◇5  

 

ｅ．北換気筒及び低レベル廃棄物処理

建屋換気筒 

北換気筒（使用済燃料輸送容器管理
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建屋換気筒）は，使用済燃料輸送容器

管理建屋換気設備からの排気を排気口

から排出する。 

北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋換気筒）は，使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋換気設備からの排気を排気口

から排出する。 

北換気筒（ハル・エンドピース及び

第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒）

は，第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設

備及びハル・エンドピース貯蔵建屋換

気設備からの排気を排気口から排出す

る。 

低レベル廃棄物処理建屋換気筒は，

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵

建屋換気設備，低レベル廃液処理建屋

換気設備，低レベル廃棄物処理建屋換

気設備（汚染のおそれのある区域及び

熱分解装置室等からの排気系）及びチ

ャンネルボックス・バーナブルポイズ

ン処理建屋換気設備（汚染のおそれの

ある区域からの排気系）からの排気を

排気口から排出する。 

 

7.2.1.5.5 試験・検査 

高性能粒子フィルタの交換時に据付け

状態の健全性を確認する。また，固化

セル圧力放出系前置フィルタユニット

（高性能粒子フィルタ１段内蔵形）及

び固化セル圧力放出系排気フィルタユ

ニット（高性能粒子フィルタ１段内蔵

形）は，定期的に粒子除去効率の確認

を行う。 

排風機は定期的に健全性を確認する。

◇13  

 

7.2.1.5.6 評 価◇8  

(１) 放射性物質の放出低減 

ａ．換気設備は，汚染のおそれのある

区域からの排気を高性能粒子フィルタ

等でろ過することにより，排気の浄化

ができる。◇5  

ｂ．北換気筒及び低レベル廃棄物処理

建屋換気筒は，約75ｍの排気口地上高

さを有し，放出される気体状の放射性

物質に対し，十分な拡散効果を有す

る。◇5  

(２) 閉じ込め 

換気設備は，汚染のおそれのある区域

を清浄区域より負圧に維持できるよう

にするとともに，汚染の程度の低い区

域から汚染の程度のより高い区域に向
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かって空気を流す設計としているので

汚染の拡大を防止できる。また，換気

設備の安全上重要な系統は，溶接ダク

ト，逆止ダンパ等を適切に使用する設

計としているので気体状の放射性物質

の漏えい及び逆流を防止できる。 

(３) 単一故障 

換気設備の安全上重要な系統の排風機

及びセル内クーラは，多重化している

ので，単一故障を仮定しても，閉じ込

め機能及び崩壊熱除去機能を確保でき

る。 

(４) 外部電源喪失 

換気設備の安全上重要な系統の排風機

及びセル内クーラは，その他再処理設

備の附属施設の非常用所内電源系統に

接続する設計としているので，外部電

源喪失時に閉じ込め機能及び崩壊熱除

去機能を確保できる。 

(５) 火 災 

換気設備は，可能な限り不燃性材料又

は難燃性材料を使用するとともに，万

一の火災に備え，火災区域の耐火壁を

貫通するダクトには，原則として，貫

通部近傍に防火ダンパを設ける設計と

しているので，火災の拡大を防止でき

る。 

(６) 崩壊熱除去 

換気設備は，混合酸化物貯蔵容器から

の崩壊熱を除去するため，貯蔵室の適

切な換気を行う設計としているので過

度の温度上昇を防止できる。 

(７) 換気・空調 

換気設備は，各区域の換気・空調を行

える設計としているので各区域の雰囲

気を所定の条件に維持できる。 

(８) 共 用 

貯蔵容器搬送用洞道は，ＭＯＸ燃料加

工施設境界の扉開放時には，ＭＯＸ燃

料加工施設の気体廃棄物の廃棄設備に

より負圧に維持する設計とし，再処理

施設境界の扉（防火戸）開放時には，

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵

建屋換気設備により貯蔵容器搬送用洞

道を負圧に維持する設計とすること，

また，ＭＯＸ燃料加工施設境界の扉及

び再処理施設境界の扉（防火戸）は，

同時に開放しない設計とすることで，

共用によって再処理施設の安全性を損

なわない。◇7  

六ヶ所保障措置分析所と共用する分析

建屋換気設備は，換気設備の排風機に
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要な容量を確保する設計とすること

で，共用によって再処理施設の安全性

を損なわない。また，廃棄物管理施設

と共用する北換気筒の支持構造物は，

廃棄物管理施設の筒身を考慮した強度

を確保する設計とすることで，共用に

よって再処理施設の安全性を損なわな

い。 

(９) 試験及び検査 

換気設備の安全上重要な系統の排風

機，高性能粒子フィルタ及びセル内ク

ーラは多重化する設計とするので，閉

じ込め機能及び崩壊熱除去機能を損な

うことなく必要に応じて試験及び検査

ができる。 

(10) その他 

換気設備のうち使用済燃料の受入れ及

び貯蔵に係る使用済燃料輸送容器管理

建屋換気設備，使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋換気設備及び北換気筒（使用済

燃料輸送容器管理建屋換気筒及び使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）は，

再処理設備本体の運転開始に先立ち使

用できる設計としている。 

 

7.2.1.6 主排気筒 

7.2.1.6.1 概 要 

主排気筒は，せん断処理・溶解廃ガス

処理設備，塔槽類廃ガス処理設備及び

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備で処理した気体状の放射性物質を，

換気設備の排気とともに大気へ放出す

るためのものであり，再処理施設から

放出される気体状の放射性物質のほぼ

全量を放出する。◇2  

なお，換気設備のうち，主排気筒に接

続するものは，以下のとおりである。 

(１) 前処理建屋換気設備 

(２) 分離建屋換気設備 

(３) 精製建屋換気設備 

(４) ウラン脱硝建屋換気設備 

(５) ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋換気設備 

(６) 高レベル廃液ガラス固化建屋換気

設備 

(７) 低レベル廃棄物処理建屋換気設備

（第１廃棄物取扱室等及び器材保守第

１室等からの排気系） 

(８) チャンネルボックス・バーナブル

ポイズン処理建屋換気設備（バーナブ

ルポイズン貯蔵室及びクレーン室から

の排気系） 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅲ) 廃棄物の処理能力 

(ａ) 主排気筒 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備，塔

槽類廃ガス処理設備及び高レベル廃液

ガラス固化廃ガス処理設備で処理した

放射性気体廃棄物約22,000ｍ３／ｈ

［normal］を換気設備からの排気とと

もに，約150万ｍ３／ｈで排出する能力

を有する。□2  

 

(ｂ) 北換気筒 

塔槽類廃ガス処理設備の一部で処理し

た放射性気体廃棄物約250ｍ３／ｈ

［normal］を換気設備からの排気とと

もに，約48万ｍ３／ｈ（使用済燃料輸送

容器管理建屋換気筒は約３万ｍ３／ｈ，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒は

約28万ｍ３／ｈ，ハル・エンドピース及

び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒は

塔槽類廃ガス処理設備の一部で処理し

た放射性気体廃棄物約250ｍ３／ｈ

［normal］を含み約14万ｍ３／ｈ）で排

出する能力を有する。□2  

 

(ｃ) 低レベル廃棄物処理建屋換気筒 

換気設備からの排気約80万ｍ３／ｈを排

出する能力を有する。□2  

 

(ⅴ) 排気口の位置 

(９) 分析建屋換気設備◇7  

 

7.2.1.6.2 設計方針 

(１) 放射性廃棄物の放出管理 

主排気筒は，放出する気体状の放射性

物質に対し，十分な拡散効果を有する

設計とする。◇2  

 

7.2.1.6.3 主排気筒の仕様 

主排気筒は，地上高さ約150ｍの鉄塔支

持形とする。 

主排気筒には，流量計を設置し，流量

を監視できる設計とする。 

主排気筒の概要図を第7.2－36図に，主

排気筒の仕様を第7.2－30表に示す。◇3  

 

7.2.1.6.4 評 価 

(１) 放射性廃棄物の放出管理 

主排気筒は，約150ｍの排気口地上高さ

を有し,放出される気体状の放射性物質

に対し，十分な拡散効果を有する。◇2  
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類

六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

(ａ) 主排気筒 

敷地のほぼ中心に位置し，主排気筒か

ら敷地境界までの距離は，東方約800

ｍ，西方約950ｍ，南方約1,050ｍ，北

方約1,000ｍであり，排気口地上高さ約

150ｍ（標高約205ｍ）である。□2  

 

(ｂ) 北換気筒（使用済燃料輸送容器管

理建屋換気筒，使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋換気筒並びにハル・エンドピー

ス及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気

筒） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の西側に

位置し，北換気筒から敷地境界までの

距離は，東方約900ｍ，西方約700ｍ，

南方約1,000ｍ，北方約1,000ｍであ

り，排気口地上高さ約75ｍ（標高約130

ｍ）である。□2  

 

(ｃ) 低レベル廃棄物処理建屋換気筒 

低レベル廃棄物処理建屋上に位置し，

低レベル廃棄物処理建屋換気筒から敷

地境界までの距離は，東方約1,500ｍ，

西方約650ｍ，南方約550ｍ，北方約

1,500ｍであり，排気口地上高さ約75ｍ

（標高約130ｍ）である。□2  

 

Ｂ．再処理の方法 

イ．再処理の方法の概要 

(２) 再処理の概要 

(ⅸ) 放射性廃棄物の廃棄 

(ａ) 気体廃棄物の廃棄 

溶解施設の溶解槽等から発生する放射

性気体廃棄物，各施設の塔槽類から発

生する放射性気体廃棄物及び固体廃棄

物の廃棄施設のガラス溶融炉から発生

する放射性気体廃棄物は，凝縮器での

冷却，ＮＯｘ吸収塔，ＮＯｘ廃ガス洗

浄塔及び吸収塔でのＮＯｘの回収及び

放射性物質の除去，廃ガス洗浄塔，デ

ミスタ，廃ガス洗浄器及びルテニウム

吸着塔での放射性物質の除去,ミストフ

ィルタ及び高性能粒子フィルタでのろ

過，加熱器での加熱及びよう素フィル

タでのよう素の除去を組み合わせて処

理した後，放射性物質の濃度を監視し

ながら主排気筒及び北換気筒(ハル・エ

ンドピース及び第１ガラス固化体貯蔵

建屋換気筒）の排気口から放出する。

□5  

また，汚染のおそれのある区域からの

排気は，高性能粒子フィルタ等でろ過
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六 

発電炉工認 基本設計方針 備考 

した後，放射性物質の濃度を監視しな

がら主排気筒，北換気筒（使用済燃料

輸送容器管理建屋換気筒，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋換気筒並びにハル・

エンドピース及び第１ガラス固化体貯

蔵建屋換気筒）及び低レベル廃棄物処

理建屋換気筒の排気口から排出する。

□5  

なお，ガラス固化体の保管廃棄に伴い

冷却空気中に生成する放射化生成物

は，放射性物質の濃度を監視しながら

冷却空気出口シャフトの排気口から排

出する。□2  

 

(３) そ の 他 

(ⅱ) 放射性廃棄物の廃棄 

(ａ) 気体廃棄物の廃棄 

使用済燃料輸送容器管理建屋，使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋及び使用済燃料

受入れ・貯蔵管理建屋の汚染のおそれ

のある区域からの排気は，高性能粒子

フィルタでろ過した後，放射性物質の

濃度を監視しながら北換気筒（使用済

燃料輸送容器管理建屋換気筒及び使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排

気口から排出する。□5  
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別紙１② 

設工認申請書 各条文の設計の考え方 

1 
 

第二十八条（換気設備） 

１．技術基準の条文、解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 項・

号 

解

釈 

添付書類 

換① 系統構成に関する説明 換気設備の系統構成の説明 ― ― ― 

換② 
汚染のおそれのある区域の負圧維

持のための換気能力 
技術基準の要求を受けている内容 

1 項

一号 
― b 

換③ 汚染された空気の逆流防止 技術基準の要求を受けている内容 
1 項

二号 
― b 

換④ 
高性能粒子フィルタによる浄化機

能及び機能維持 
技術基準の要求を受けている内容 

1 項

三号 
― ａ,b 

換⑤ 
吸気口と排気筒の距離確保による

汚染された空気の再吸入防止 
技術基準の要求を受けている内容 

1 項

四号 
― ― 

換⑥ 他施設の共用 事業変更許可申請書における設計方針 ― ― ― 

換⑦ 各建屋換気 
事業変更許可申請書における各建屋換気

の設計方針 
― ― ― 

２．事業指定申請書の本文のうち、基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

□1  冒頭宣言 
基本設計方針の冒頭宣言であり、詳細な基本設計方針

を本文、添付書類六から記載するため記載しない 
― 

□2  他条文との重複記載 
第二十四条「廃棄施設」，第二十一条「放射線管理施設」

又は個別施設で記載する基本設計方針である。 
― 

□3  仕様に関する記載 仕様表にて展開されるため記載しない。 ― 

□4  図の呼び込み 図の呼び込みであるため記載しない。 ― 

□5  本文内の重複記載 本文内に同様の趣旨があるため記載しない。 ― 

□6  添付書類六との重複記載 添付書類六に同様の趣旨があるため記載しない。 ― 

３．事業指定申請書の添六のうち、基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

◇1  冒頭宣言 
基本設計方針の冒頭宣言であり、詳細な基本設計方針

を本文、添付書類六から記載するため記載しない 
― 

◇2  他条文との重複記載 
第二十四条「廃棄施設」，第二十一条「放射線管理施

設」又は個別施設で記載する基本設計方針である。 
― 

◇3  仕様に関する記載 仕様表にて展開されるため記載しない。 ― 

◇4  図の呼び込み 図の呼び込みであるため記載しない。 ― 

◇5  添付書類六内の重複記載 添付書類六内に同様の趣旨があるため記載しない。 ― 

◇6  本文との重複記載 本文に同様の趣旨があるため記載しない。 ― 

◇7  本申請範囲外の記載 MOX 共用は、しゅん工後の申請のため記載しない。 ― 

◇8  
設計方針に対する評価記載 添付書類六内の設計方針に対する評価の記載であるた

め記載しない。 
― 

◇9  他条文との重複記載 第十条「閉じ込め」で記載する基本設計方針である。 ― 
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設工認申請書 各条文の設計の考え方 

2 
 

◇10  他条文との重複記載 
第十五条「安全上重要な施設」で記載する基本設計方

針である。 

― 

◇11  他条文との重複記載 
第二十九条「保安電源設備」で記載する基本設計方針

である。 

― 

◇12  他条文との重複記載 
第十一条「火災等による損傷の防止」で記載する基本

設計方針である。 

― 

◇13  試験・検査に関する記載 工事の方法で展開されるため記載しない。 ― 

４．添付書類等 

№ 書類名 

ａ 別添Ⅱ 各施設の設計条件及び仕様並びに準拠規格及び基準 

ｂ 系統図 
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第28条 換気設備）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載

1

三　変更に係る再処理施設に関する設計及び工事の方法
別添Ⅰ　施設共通
Ⅰ-１　基本設計方針
第２章　個別項目
5　放射性廃棄物の廃棄施設
5.1　気体廃棄物の廃棄施設
5.1.1　設計基準対象の施設
5.1.1.4　換気設備
換気設備は，各建屋の換気・空調，排気の浄化及び空気汚染の拡大防止を行う
ものであり、使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備，使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋換気設備，前処理建屋換気設備，分離建屋換気設備，精製建屋換気設備，
ウラン脱硝建屋換気設備，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備，ウラ
ン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋換気設備，高レベル廃液ガラス固化建屋
換気設備，第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備，低レベル廃液処理建屋換気設
備，低レベル廃棄物処理建屋換気設備，ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設
備，チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋換気設備，分析建屋換
気設備，北換気筒（使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒，使用済燃料受入れ・
貯蔵建屋換気筒並びにハル・エンドピース及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気
筒）及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒で構成する。

機能要求① － 基本方針 － － － － － － － － － － －

2

通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時におい
て，放射線障害を防止するため，放射線業務従事者に新鮮な空気を送
るとともに，空気中の放射性物質の除去・低減が可能な換気設備を設
ける設計とする。

機能要求①

使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備
前処理建屋換気設備
分離建屋換気設備
精製建屋換気設備
ウラン脱硝建屋換気設備
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気
設備
ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建
屋換気設備
高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備
第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備
低レベル廃液処理建屋換気設備
低レベル廃棄物処理建屋換気設備
ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設備
チャンネルボックス・バーナブルポイズ
ン処理建屋換気設備
分析建屋換気設備

基本方針
設計方針

－ － － － － － － － － － －

3

換気設備は，給気系及び排気系で構成し，汚染の程度の低い区域から
汚染の程度のより高い区域に向かって空気を流す設計とし、給排気量
を適切に設定及び調節することにより、汚染のおそれのある区域を清
浄区域より負圧に維持するとともに，適切な換気・空調を行う設計と
する。

機能要求①

使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備
前処理建屋換気設備
分離建屋換気設備
精製建屋換気設備
ウラン脱硝建屋換気設備
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気
設備
ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建
屋換気設備
高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備
第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備
低レベル廃液処理建屋換気設備
低レベル廃棄物処理建屋換気設備
ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設備
チャンネルボックス・バーナブルポイズ
ン処理建屋換気設備
分析建屋換気設備

基本方針
設計方針

－ － － － － － － － － － －

4
汚染のおそれのある区域からの排気は、高性能粒子フィルタ等でろ過
した後，主排気筒，北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒の排
気口から排出する。

機能要求②

使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備
前処理建屋換気設備
分離建屋換気設備
精製建屋換気設備
ウラン脱硝建屋換気設備
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気
設備
ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建
屋換気設備
高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備
第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備
低レベル廃液処理建屋換気設備
低レベル廃棄物処理建屋換気設備
ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設備
チャンネルボックス・バーナブルポイズ
ン処理建屋換気設備
分析建屋換気設備
北換気筒
低レベル廃棄物処理建屋換気筒

基本方針
設計方針

－ － － － － － － － － － －

5
換気設備は、放射線障害を防止するために必要な換気能力を有する設
計とする。

機能要求①

使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備
前処理建屋換気設備
分離建屋換気設備
精製建屋換気設備
ウラン脱硝建屋換気設備
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気
設備
ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建
屋換気設備
高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備
第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備
低レベル廃液処理建屋換気設備
低レベル廃棄物処理建屋換気設備
ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設備
チャンネルボックス・バーナブルポイズ
ン処理建屋換気設備
分析建屋換気設備

基本方針
設計方針

－ － － － － － － － － － －

6
換気設備は、使用済燃料等により汚染された空気が漏えい及び逆流す
るおそれがない設計とする。

設置要求 グレード②-b
基本方針
設計方針

－ － － － － － － － － － －

7
換気設備は，汚染のおそれのある区域からの排気を高性能粒子フィル
タ等で浄化でき、前後の差圧を測定できる設計とする。さらに高性能
粒子フィルタは，保守・補修を行う設計とする。

機能要求②
設置要求

使用済燃料輸送容器管理建屋排気系
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋排気系
前処理建屋排気系
分離建屋排気系
精製建屋排気系
ウラン脱硝建屋排気系
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排気
系
ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建
屋排気系
高レベル廃液ガラス固化建屋排気系
第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系
低レベル廃液処理建屋排気系
低レベル廃棄物処理建屋排気系
ハル・エンドピース貯蔵建屋排気系
チャンネルボックス・バーナブルポイズ
ン処理建屋排気系
分析建屋排気系

基本方針
設計方針

－ － － － － － － － － － －

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

－

添付書類　説明内容

第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）第１Ｇｒ

添付書類　構成

－
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別紙２

1

三　変更に係る再処理施設に関する設計及び工事の方法
別添Ⅰ　施設共通
Ⅰ-１　基本設計方針
第２章　個別項目
5　放射性廃棄物の廃棄施設
5.1　気体廃棄物の廃棄施設
5.1.1　設計基準対象の施設
5.1.1.4　換気設備
換気設備は，各建屋の換気・空調，排気の浄化及び空気汚染の拡大防止を行う
ものであり、使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備，使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋換気設備，前処理建屋換気設備，分離建屋換気設備，精製建屋換気設備，
ウラン脱硝建屋換気設備，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備，ウラ
ン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋換気設備，高レベル廃液ガラス固化建屋
換気設備，第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備，低レベル廃液処理建屋換気設
備，低レベル廃棄物処理建屋換気設備，ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設
備，チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋換気設備，分析建屋換
気設備，北換気筒（使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒，使用済燃料受入れ・
貯蔵建屋換気筒並びにハル・エンドピース及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気
筒）及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒で構成する。

機能要求①

2

通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時におい
て，放射線障害を防止するため，放射線業務従事者に新鮮な空気を送
るとともに，空気中の放射性物質の除去・低減が可能な換気設備を設
ける設計とする。

機能要求①

3

換気設備は，給気系及び排気系で構成し，汚染の程度の低い区域から
汚染の程度のより高い区域に向かって空気を流す設計とし、給排気量
を適切に設定及び調節することにより、汚染のおそれのある区域を清
浄区域より負圧に維持するとともに，適切な換気・空調を行う設計と
する。

機能要求①

4
汚染のおそれのある区域からの排気は、高性能粒子フィルタ等でろ過
した後，主排気筒，北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒の排
気口から排出する。

機能要求②

5
換気設備は、放射線障害を防止するために必要な換気能力を有する設
計とする。

機能要求①

6
換気設備は、使用済燃料等により汚染された空気が漏えい及び逆流す
るおそれがない設計とする。

設置要求

7
換気設備は，汚染のおそれのある区域からの排気を高性能粒子フィル
タ等で浄化でき、前後の差圧を測定できる設計とする。さらに高性能
粒子フィルタは，保守・補修を行う設計とする。

機能要求②
設置要求

項目
番号

基本設計方針 要求種別
説明対象

申請対象設備
（１項変更②）

申請対象設備
（２項変更③）

仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象
申請対象設備

（１項変更③）
申請対象設備

（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

○ － 基本方針 － － －

○ － 基本方針 － － －

○ － 基本方針 － － －

○ － 基本方針 種類 － －

○ － 基本方針 － － －

○ － 基本方針 － － － ― ― ― － － － － －

○ － 基本方針 － － －

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）と同一

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）と同一

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）と同一

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）と同一

第３Ｇｒ第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）と同一

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）と同一
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
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別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類　説明内容

第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）第１Ｇｒ

添付書類　構成

8
換気設備の吸気口は、放射性物質に汚染された空気を吸入し難いよう
に，主排気筒，北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒から十分
離れた位置に設置する。

設置要求 グレード②-b
基本方針
設計方針

－ － － － － － － － － － －

9 機能要求① 分析建屋換気設備
基本方針
設計方針

－ － － － － － － － － － －

10
廃棄物管理施設と共用する北換気筒の支持構造物は，廃棄物管理施設
の筒身を考慮した強度を確保する設計とすることで，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① 北換気筒
基本方針
設計方針

－ － － － － － － － － － －
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項目
番号

基本設計方針 要求種別

8
換気設備の吸気口は、放射性物質に汚染された空気を吸入し難いよう
に，主排気筒，北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒から十分
離れた位置に設置する。

設置要求

9 機能要求①

10
廃棄物管理施設と共用する北換気筒の支持構造物は，廃棄物管理施設
の筒身を考慮した強度を確保する設計とすることで，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求①

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第３Ｇｒ第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）

○ － 基本方針 － － －

－ － － － － － ○ － 基本方針 － － － － －

○ － 基本方針 － － － － ― ― － － － － －

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）と同一

凡例
・「説明対象」について
〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目

－：当該申請回次で記載しない項目
△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目
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別紙３ 
 
 
 

基本設計方針の添付書類への展開 
 

※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、 

対象外とする。 
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別紙４ 
 

 

 

添付書類の発電炉との比較 
 

※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、 

対象外とする。 
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別紙５ 
 
 
 

補足説明すべき項目の抽出 
 

※当該条文は変更無し条文であり、既認可設工認から添付書類の変更がないため、 

対象外とする。 
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令和３年８月 27 日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

別紙６ 
 
 
 

変更前記載事項の 
既工認等との紐づけ 

 
※本別紙は、別紙１による基本設計方針の記載事項の確定後に示す。 
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